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となること）の 3項目 16 設問での構成である。
調査期間は 2016 年 4 月 1 日～ 5月 31 日までである。調査票の回収率は 33.3％（発送調査票










回答者の属性を表 1に示す。性別は男性 46.0％、女性 54.0％、年齢は 50 歳代が 40.0％と最も
多く、全体の 4割を占めている。資格は「介護福祉士」が 45.0％と最も多く、次いで「ホーム
ヘルパー」が 33.0％であった。勤務年数は「10 ～ 20 年未満」と「20 年以上」を合わせると
48.0％が 10 年以上勤務していた。
＊2　2016 年 1 月時点においてWAMNET「障害福祉サービス事業所情報」に登録されている身体障害、
知的障害、精神障害、発達障害、難病の利用者を対象とした相談支援事業所を対象とした。







2000 年代に設立された事業所が 87.0％（88 事業所）と最も多く、9割近くを占めていた（図
1）。事業所の職員数は「男性職員 5人未満」81.0％（81 事業所）、「女性職員 5人未満」68.0％
（68 事業所）であり、男女ともに 5人未満が最も多かった（表 2）。
事業所の実施サービスは「計画相談支援」が 97.0％と最も多く、次いで「基本相談支援」が
54.0％、「地域相談支援」が 30.0％、「その他」が 15.0％であった（図 2）。
1年間（2015 年 4 月～ 2016 年 3 月）に事業所に寄せられた相談件数の平均は、「電話」が 733
件と最も多く、次いで「訪問」が 449 件、「来所」が 211 件等であった（表 3）。
事業所に寄せられた相談内容（件数）の順位は、1位に「介助サービス」と回答した事業所
は 31 カ所であった。次いで 2位に「就労支援」と回答した事業所は 17 カ所、3位に「不安の
解消・情緒安定」と回答した事業所は 15 カ所であった（図 3）。
高齢期における重複障害のある利用者の相談経験は「相談支援を行ったことがある」と回答
した事業所が 55.0％（55 事業所）と最も多かった（図 4）。
表 1　回答者の属性
n=100
項目 内訳 度数 ％
性別 男性 46 46.0
女性 54 54.0
年齢 30 歳代 20 20.0
40 歳代 31 31.0
50 歳代 40 40.0
60 歳代 8 8.0
70 歳代 1 1.0











勤務年数 3年未満 20 20.0
3 年～ 5年未満 19 19.0
5 ～ 10 年未満 12 12.0
10 ～ 20 年未満 39 39.0



































5人～ 10 人未満 14（14.0％） 13（13.0％）
10 人～ 15 人未満 3（3.0％） 8（8.0％）
15 人～ 20 人未満 0（0％） 5（5.0％）
20 人以上 2（2.0％） 6（6.0％）
n=100
表 3　相談件数
来所（n=73) 訪問（n=73） 電話（n=74） FAX（n=35） メール（n=48）
平均値 211.19 449.45 733.62 26.71 92.23














































































































































































































































































































































































付記　　 本研究は平成 27 年度京都ノートルダム女子大学大学研究一般助成（個人研究助成金）
を受けた。
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